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横浜経済の動向(平成 29年 12月) 

 
第 103 回横浜市景況・経営動向調査報告（特別調査） 

横浜市経済局  

 
 
 

【調査の概要】 

１．目的・内容：横浜市の経済・産業政策の効果的な展開に必要な企業動向・ニーズを早期かつ的確に把握する

ために、市内企業・市内に事業所をおく企業を対象にアンケート調査及びヒアリング調査を一

連の「景況・経営動向調査」として、四半期毎に年４回(６月、９月、１２月、３月)実施して

います。 
 
２．調査対象：市内企業・市内に事業所をおく企業 1,000社 

       回収数 537社（回収率：53.7％）（特別調査有効回答数：537社） 

市外本社企業

大企業 中堅企業 中小企業

１５ １４ １９０ ９ ２２８

(２２) (２６) (３２７) (２０) (３９５)

２８ ８６ １７５ ２０ ３０９

(５２) (１６０) (３４９) (４４) (６０５)

４３ １００ ３６５ ２９ ５３７

(７４) (１８６) (６７６) (６４) (１,０００)
合  計

市内本社企業
合  計

製造業

非製造業

 
 

※（ ）内は調査対象企業数 

※規模別の定義は以下の通りです。 

      大企業・・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が 10億円以上の企業 

      中堅企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が以下の基準に該当する企業 

製造業や卸売業、小売業、サービス業以外の非製造業：3～10億円未満 

                卸売業：1～10億円未満 

                小売業、サービス業：5 千万～10 億円未満 

      中小企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が上記の基準未満の企業 

      市外本社企業・・・横浜市以外に本社を置く市内事業所 
 
３．調査時期：平成 29年 12月実施 
 
４．その他：図表中の構成比は小数点第２位を四捨五入し表記しており、表示上の構成比を合計しても 100％に

ならない場合があります。 
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【【仕仕入入・・納納品品・・販販売売先先おおよよびび新新商商品品・・ササーービビスス開開発発ににつついいてて】】   

・・年年間間のの仕仕入入金金額額にに占占めめるる横横浜浜市市内内企企業業間間取取引引のの割割合合はは、、 6622 ..33%%がが３３割割以以下下ととななっっ
てていいるる。。   

・・一一方方でで、、４４割割をを超超ええるる企企業業がが仕仕入入れれおおよよびび納納品品・・販販売売のの最最大大のの取取引引先先がが「「横横浜浜市市
内内」」ににああるるとと回回答答。。   

・・『『新新商商品品ややササーービビスス開開発発ののたためめのの活活動動ににつついいてて』』取取りり組組んんででいいるるとと回回答答ししたた企企業業
はは５５割割をを超超ええ、、「「今今後後取取りり組組むむ意意向向ががああるる」」とと合合わわせせるるとと 6633 ..22％％ととななるる。。   

【ポイント】 

○ 年間の仕入金額全体に対して、横浜市内企業から仕入れを行う比率は低い傾向にあり、市外企業との関

係性が深くなっていることが伺えます。 

○ 仕入金額が最も大きい企業の所在地については、「横浜市内」が 42.9％で最も多く、次いで「東京都内」

が 24.4％でした。また、納品・販売金額が最も大きい企業の所在地については、「横浜市内」が 41.3％

と最も多く、次いで「その他の国内」が 24.8％、「東京都内」が 21.0％でした。 

○ 現在、新商品やサービス開発のための活動に取組んでいるかについては、「取組んでいる」が 51.2％で、

「取組んでおらず、取組む予定もない」の 31.5％を上回っています。 
 
 

 
 

 
 

全産業(424)製造業(215)非製造業(209)大企業(29)中堅企業(76)中小企業(300)市外本社企業(19)
０％ 14.9 14.0 15.8 27.6 14.5 13.7 15.8
１～１５％ 32.8 36.7 28.7 51.7 48.7 27.7 21.1
１６～３０％ 14.6 16.7 12.4 3.4 10.5 15.7 31.6
３１～４５％ 8.0 7.0 9.1 3.4 9.2 8.3 5.3
４６～６０％ 7.5 6.5 8.6 0.0 2.6 9.7 5.3
６１～７５％ 5.0 4.7 5.3 0.0 2.6 6.3 0.0
７６～９０％ 6.4 6.0 6.7 3.4 3.9 7.7 0.0
９１～９９％ 5.0 5.1 4.8 3.4 1.3 6.0 5.3
１００％ 2.1 0.9 3.3 0.0 1.3 2.7 0.0
無回答 3.8 2.3 5.3 6.9 5.3 2.3 15.8

14.9 

14.0 

15.8 

27.6 

14.5 

13.7 

15.8 

32.8 

36.7 

28.7 

51.7 

48.7 

27.7 

21.1 

14.6 

16.7 

12.4 

3.4 

10.5 

15.7 

31.6 

8.0 

7.0 

9.1 

3.4 

9.2 

8.3 

5.3 

7.5 

6.5 

8.6 

0.0 

2.6 

9.7 

5.3 

5.0 

4.7 

5.3 

0.0 

2.6 

6.3 

0.0 

6.4 

6.0 

6.7 

3.4 

3.9 

7.7 

0.0 

5.0 

5.1 

4.8 

3.4 

1.3 

6.0 

5.3 

2.1 

0.9 

3.3 

0.0 

1.3 

2.7 

0.0 

3.8 

2.3 

5.3 

6.9 

5.3 

2.3 

15.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(424)

製造業(215)

非製造業(209)

大企業(29)

中堅企業(76)

中小企業(300)

市外本社企業(19)

０％ １～１５％ １６～３０％ ３１～４５％ ４６～６０％

６１～７５％ ７６～９０％ ９１～９９％ １００％ 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 

 

第 103 回横浜市景況・経営動向調査（平成 29 年 12 月実施）（特別調査） 

 

   
 
  
 
   

 

  
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特別調査の概要】 

 

 

◆1-（1）横浜市内企業からの仕入について 

 
 
 
 

 
                       

      年間の仕入金額全体に対して横浜市内企業が占める大よその割合について（１つ選択） 

   

 

 

 

 

 

 

             

 

 

      

調査結果の概要 

調査結果のまとめ 

【調査対象】市内企業・市内に事業所を置く企業 1,000社（回収数：537社、回収率：53.7％、特別調査有効回答数：537社） 
【調査時期】平成 29年 11月 10日～12 月 8日（調査票回答及びヒアリング調査期間） 
（注）通常調査の結果概要（自社業況ＢＳＩ等）については、平成 29年 12月 27日発表の内容をご参照ください。 
 

○ 年間の仕入金額全体に対して横浜市内企業が占める大よその割合については、「１～１５％」が 32.8％で

最も多く、次いで、「０％」が 14.9％、「１６～３０％」が 14.6％となっており、合わせると 62.3%が「０

～３０％」と回答している。 

○ 規模別では、大企業のうち 51.7%が「１～１５％」と回答しており、市外からの仕入れ比率が多くなる傾

向が伺える。 

1．仕入れおよび納品・販売について 
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全産業(445)製造業(218)非製造業(227)大企業(33)中堅企業(76)中小企業(319)市外本社企業(17)
０％ 10.1 10.6 9.7 24.2 14.5 7.8 5.9
１～１５％ 39.3 50.0 29.1 48.5 38.2 37.6 58.8
１６～３０％ 12.6 11.9 13.2 3.0 10.5 14.7 0.0
３１～４５％ 9.2 7.3 11.0 6.1 10.5 9.1 11.8
４６～６０％ 7.4 6.9 7.9 3.0 9.2 7.8 0.0
６１～７５％ 4.9 3.2 6.6 3.0 3.9 5.6 0.0
７６～９０％ 7.2 3.2 11.0 6.1 9.2 6.9 5.9
９１～９９％ 3.1 1.4 4.8 3.0 0.0 3.8 5.9
１００％ 2.7 2.3 3.1 0.0 1.3 3.4 0.0
無回答 3.4 3.2 3.5 3.0 2.6 3.1 11.8

10.1 

10.6 

9.7 

24.2 

14.5 

7.8 

5.9 

39.3 

50.0 

29.1 

48.5 

38.2 

37.6 

58.8 

12.6 

11.9 

13.2 

3.0 

10.5 

14.7 

0.0 

9.2 

7.3 

11.0 

6.1 

10.5 

9.1 

11.8 

7.4 

6.9 

7.9 

3.0 

9.2 

7.8 

0.0 

4.9 

3.2 

6.6 

3.0 

3.9 

5.6 

0.0 

7.2 

3.2 

11.0 

6.1 

9.2 

6.9 

5.9 

3.1 

1.4 

4.8 

3.0 

0.0 

3.8 

5.9 

2.7 

2.3 

3.1 

0.0 

1.3 

3.4 

0.0 

3.4 

3.2 

3.5 

3.0 

2.6 

3.1 

11.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(445)

製造業(218)

非製造業(227)

大企業(33)

中堅企業(76)

中小企業(319)

市外本社企業(17)

０％ １～１５％ １６～３０％ ３１～４５％ ４６～６０％

６１～７５％ ７６～９０％ ９１～９９％ １００％ 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

42.9 

37.8 

48.3 

23.8 

27.7 

49.0 

31.3 

2.5 

3.2 

1.7 

0.0 

1.5 

3.1 

0.0 

0.6 

1.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.4 

6.3 

3.0 

5.4 

0.6 

0.0 

0.0 

4.2 

0.0 

24.4 

23.2 

25.6 

42.9 

29.2 

21.2 

31.3 

17.2 

18.9 

15.3 

4.8 

29.2 

15.8 

6.3 

6.4 

8.6 

4.0 

19.0 

9.2 

4.2 

12.5 

3.0 

1.6 

4.5 

9.5 

3.1 

1.9 

12.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(361)

製造業(185)

非製造業(176)

大企業(21)

中堅企業(65)

中小企業(259)

市外本社企業(16)

横浜市内 川崎市内 相模原市内 上記以外の神奈川県内

東京都内 その他の国内 海外（輸入） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

41.3 

29.7 

52.2 

28.0 

43.1 

42.2 

37.5 

2.3 

4.1 

0.5 

0.0 

0.0 

3.1 

0.0 

1.0 

1.5 

0.5 

0.0 

0.0 

1.4 

0.0 

5.5 

6.7 

4.4 

8.0 

4.6 

5.8 

0.0 

21.0 

16.9 

24.9 

28.0 

23.1 

19.0 

37.5 

24.8 

38.5 

11.7 

20.0 

23.1 

25.5 

25.0 

2.5 

2.6 

2.4 

8.0 

4.6 

1.7 

0.0 

1.8 

0.0 

3.4 

8.0 

1.5 

1.4 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(400)

製造業(195)

非製造業(205)

大企業(25)

中堅企業(65)

中小企業(294)

市外本社企業(16)

横浜市内 川崎市内 相模原市内 上記以外の神奈川県内

東京都内 その他の国内 海外（輸出） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

◆1-（2）製品・サービスの横浜市内企業への納品・販売について 

 

 

 

製品・サービスの横浜市内企業への納品・販売比率について（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆1-（3）仕入金額および納品・販売金額が最も大きい企業の所在地 

 

 

 

仕入金額が最も大きい企業の所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

納品・販売金額が最も大きい企業の所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 仕入れ金額が最も大きい企業は「横浜市内」が 42.9％で最も多い。また納品・販売金額が最も大きい企業

の所在地も「横浜市内」が 41.3％と最も多い。 

 

 

○ 製品・サービスの横浜市内企業への納品・販売比率については、「１～１５％」が 39.3％で最も多く、次

いで「１６～３０％」が 12.6％、「０％」が 10.1％となっている。 
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◆1-（4）仕入れ先を選ぶ基準について 

 

 

 

 

 

 

仕入れ先を選ぶ基準について 

 

○ 仕入れ先を選ぶ基準については、「価格の安さ」「品質の良さ」「昔からの付き合いがある」が上位３位とな

っており、近距離にあるか、または関連企業かどうかは優先度として低い。 

〇 製造業では、「価格の安さ」「品質の良さ」が共に 62.2%であり、品質・価格双方の競争があることを伺わ

せる結果となっている。 

〇 中小企業では「価格の安さ」「品質の良さ」「昔からの付き合いがある」がともに同水準となっている。 

 

　　

価格の安

さ

関連企業

かどうか

知り合いか

らの紹介

昔からの

付き合い

がある

品質の良

さ

ブランドイ

メージ

近距離（市

内）にある

近距離（市

内以外の

近隣地）に
ある

その他 無回答

全産業(361) 64.0 13.0 6.9 51.5 58.7 3.6 27.1 9.1 6.9 1.7

製造業(185) 62.2 10.3 6.5 55.1 62.2 1.6 25.4 9.7 4.9 1.6

非製造業(176) 65.9 15.9 7.4 47.7 55.1 5.7 29.0 8.5 9.1 1.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

価格の安さ
関連企業か

どうか

知り合いか

らの紹介

昔からの付

き合いがあ

る

品質の良さ
ブランドイ

メージ

近距離（市

内）にある

近距離（市

内以外の近

隣地）にあ
る

その他 無回答

大企業(21) 95.2 19.0 4.8 42.9 85.7 0.0 19.0 14.3 19.0 0.0

中堅企業(65) 73.8 15.4 6.2 36.9 64.6 4.6 13.8 4.6 9.2 1.5

中小企業(259) 58.7 12.7 7.7 55.6 56.0 3.9 30.9 10.0 4.6 1.5

市外本社企業(16) 68.8 0.0 0.0 56.3 43.8 0.0 31.3 6.3 18.8 6.3

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業
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全産業(537)製造業(228)非製造業(309)大企業(43)中堅企業(100)中小企業(365)市外本社企業(29)
取組んでいる 51.2 57.5 46.6 67.4 59.0 46.0 65.5
取組んでおらず、取り組む予定もない 31.5 28.5 33.7 18.6 29.0 33.7 31.0
現状は取組んでいないが、今後取組む意向はある12.5 9.2 14.9 7.0 9.0 15.1 0.0
無回答 4.8 4.8 4.9 7.0 3.0 5.2 3.4

51.2 

57.5 

46.6 

67.4 

59.0 

46.0 

65.5 

31.5 

28.5 

33.7 

18.6 

29.0 

33.7 

31.0 

12.5 

9.2 

14.9 

7.0 

9.0 

15.1 

0.0 

4.8 

4.8 

4.9 

7.0 

3.0 

5.2 

3.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(537)

製造業(228)

非製造業(309)

大企業(43)

中堅企業(100)

中小企業(365)

市外本社企業(29)

取組んでいる 取組んでおらず、取り組む予定もない

現状は取組んでいないが、今後取組む意向はある 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

　　

成長・利

益が見

込める

主力事

業の技

術力・専
門力が

活かせる

取引先

の拡大

事業の

多角化

によるリ
スク分散

新技術

の蓄積

マーケッ

ト情報の

蓄積

主力事

業分野

の成長
が見込

めない

取引先

が新分

野に参
入したた

め

社内にお

ける人

材・設備
の有効

活用

企業の

社会的

立場やス
テイタス

の向上

その他 無回答

全産業(275) 69.5 49.5 43.6 21.1 18.5 4.0 11.6 1.1 11.6 6.2 2.5 0.7

製造業(131) 71.0 59.5 46.6 20.6 22.9 2.3 12.2 0.8 6.1 2.3 0.0 0.8

非製造業(144) 68.1 40.3 41.0 21.5 14.6 5.6 11.1 1.4 16.7 9.7 4.9 0.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

 

 

◆2-（1）新商品やサービス開発のための活動について 

 

 

 

 

 

 

 

現在、新商品やサービス開発のための活動の取組んでいるかについて (１つ選択) 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

新商品やサービス開発に取り組む理由について(３つまで選択) 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 新商品・サービス開発について 
 

○ 現在、新商品やサービス開発のための活動に取組んでいるかについては、「取組んでいる」が 51.2％で、

「取組んでおらず、取組む予定もない」の 31.5％を上回っている。また「現状は取組んでいないが、今

後取組む意向はある」が 12.5％で、「取組んでいる・今後取組む意向はある」を合わせると 63.7％となっ

ている。 

○ 新商品やサービス開発に取り組む理由については、「成長・利益が見込める」が 69.5％と最も多く、次い

で「主力事業の技術力・専門力が活かせる」が 49.5％、「取引先の拡大」が 43.6％の順になっている。 

 

 

成長・利

益が見込

める

主力事業

の技術

力・専門
力が活か

せる

取引先の

拡大

事業の多

角化によ

るリスク
分散

新技術の

蓄積

マーケット

情報の蓄

積

主力事業

分野の成

長が見込
めない

取引先が

新分野に

参入した
ため

社内にお

ける人

材・設備
の有効活

用

企業の社

会的立場

やステイ
タスの向

上

その他 無回答

大企業(29) 82.8 58.6 27.6 20.7 13.8 10.3 6.9 0.0 6.9 10.3 6.9 0.0

中堅企業(59) 69.5 37.3 49.2 23.7 13.6 6.8 13.6 0.0 11.9 8.5 5.1 1.7

中小企業(168) 66.1 51.8 45.8 20.2 20.8 1.8 11.9 1.8 11.9 4.8 0.6 0.6

市外本社企業(19) 78.9 52.6 31.6 21.1 21.1 5.3 10.5 0.0 15.8 5.3 5.3 0.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

【参考】 

第 48 回景況調査（2004年 3 月実施）と

の比較 

 

新商品やサービス開発の活動について

「取り組んでいる」と答えた割合は、

2004年に比べて約 20ポイント上回り、

開発活動について活発化している様子

が伺える。 
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全産業(342)製造業(152)非製造業(190)大企業(32)中堅企業(68)中小企業(223)市外本社企業(19)
現状より多かった 13.5 17.1 10.5 6.3 13.2 15.2 5.3
横ばい 48.0 49.3 46.8 50.0 45.6 48.0 52.6
現状より少なかった 34.2 32.9 35.3 40.6 38.2 32.7 26.3
無回答 4.4 0.7 7.4 3.1 2.9 4.0 15.8

13.5 

17.1 

10.5 

6.3 

13.2 

15.2 

5.3 

48.0 

49.3 

46.8 

50.0 

45.6 

48.0 

52.6 

34.2 

32.9 

35.3 

40.6 

38.2 

32.7 

26.3 

4.4 

0.7 

7.4 

3.1 

2.9 

4.0 

15.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(342)

製造業(152)

非製造業(190)

大企業(32)

中堅企業(68)

中小企業(223)

市外本社企業(19)

現状より多かった 横ばい 現状より少なかった 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

全産業(342)製造業(152)非製造業(190)大企業(32)中堅企業(68)中小企業(223)市外本社企業(19)
増加する 45.0 46.7 43.7 59.4 42.6 44.8 31.6
横ばい 46.8 49.3 44.7 37.5 48.5 47.1 52.6
減少する 4.1 2.6 5.3 0.0 7.4 4.0 0.0
無回答 4.1 1.3 6.3 3.1 1.5 4.0 15.8

45.0 

46.7 

43.7 

59.4 

42.6 

44.8 

31.6 

46.8 

49.3 

44.7 

37.5 

48.5 

47.1 

52.6 

4.1 

2.6 

5.3 

0.0 

7.4 

4.0 

0.0 

4.1 

1.3 

6.3 

3.1 

1.5 

4.0 

15.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(342)

製造業(152)

非製造業(190)

大企業(32)

中堅企業(68)

中小企業(223)

市外本社企業(19)

増加する 横ばい 減少する 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

◆2-（2）現状と比較した、過去および今後（予想）の新商品やサービス開発費用の増減について 

 

 

 

 

 

        現状と比較した過去（５年前）の新商品やサービス開発費用の増減ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

現状と比較した今後（５年後）の新商品やサービス開発費用の増減ついて 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 現状と比較した過去（５年前）のサービス開発費用の増減については、「横ばい」が 48.0％と最も多く、

次いで「現状より少なかった」が 34.2％であった。「現状より多かった」は 13.5％となった。 

○ 現状と比較した今後（５年後）のサービス開発費用の増減については、「横ばい」が 46.8％で、「増加する」

が 45.0％であった。９割を超える企業で現状並みもしくは現状より増加すると回答している。   
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◆2-（3）新商品やサービス開発に取り組む際の問題点について 

 

 

 
 
 
 

新商品やサービス開発に取り組む際の問題点について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 開発に取り組む際の問題点については、製造業では「技術力・開発力の不足」、非製造業では「人材の確

保」がトップとなっている。 

○ 規模別では、いずれも「人材の確保」がトップとなっており、資金リソースよりも人的リソースの不足が

多く挙げられる傾向にある。 

 

 

 

　　

資金調達 人材の確保
技術力・開

発力の不足

連携先・協

力先の確保

規制等の参

入障壁

マーケット情

報の収集

販路・販売

先の確保
その他 無回答

全産業(342) 21.3 64.6 48.5 27.2 4.4 24.9 36.3 1.2 1.5

製造業(152) 17.8 60.5 62.5 25.7 2.0 23.0 38.8 1.3 0.7

非製造業(190) 24.2 67.9 37.4 28.4 6.3 26.3 34.2 1.1 2.1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

資金調達 人材の確保
技術力・開発

力の不足

連携先・協力

先の確保

規制等の参

入障壁

マーケット情

報の収集

販路・販売先

の確保
その他 無回答

大企業(32) 9.4 65.6 50.0 31.3 12.5 37.5 28.1 0.0 0.0

中堅企業(68) 16.2 72.1 39.7 30.9 1.5 33.8 41.2 1.5 0.0

中小企業(223) 24.7 62.8 52.5 26.5 4.0 21.5 37.2 0.9 0.0

市外本社企業(19) 21.1 57.9 31.6 15.8 5.3 10.5 21.1 5.3 26.3

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業
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特別調査結果 
 
 

―仕入・納品・販売先および新商品・サービス開発について― 

 
  
1-(1)【原材料等の横浜市内企業からの仕入比率について】 

 
年間の仕入金額全体に対して横浜市内企業が占める大よその割合について、全産業でみると「１～１５％」

が 32.8％で最も多く、次いで、「０％」が 14.9％、「１６～３０％」が 14.6％となっている。 

業種別では、製造業は「１～１５％」が 36.7％で最も多く、非製造業でも「１～１５％」が 28.7％で最

も多くなっている。 

規模別では、大企業は「１～１５％」が 51.7％と５割を超えており、「０％」も 27.6％と多くなっている。

中堅企業は「１～１５％」が 48.7％、中小企業でも「１～１５％」が 27.7％で最も多くなっている。 

市外本社企業では「１６～３０％」が 31.6％と最も多く、次いで「１～１５％」が 21.1％となっている。 

 

 

    図表 1-(1) 年間の仕入金額全体に対して横浜市内企業が占める割合について （１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

   
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1．仕入れについて 

 
 

全産業(424)製造業(215)非製造業(209)大企業(29)中堅企業(76)中小企業(300)市外本社企業(19)
０％ 14.9 14.0 15.8 27.6 14.5 13.7 15.8
１～１５％ 32.8 36.7 28.7 51.7 48.7 27.7 21.1
１６～３０％ 14.6 16.7 12.4 3.4 10.5 15.7 31.6
３１～４５％ 8.0 7.0 9.1 3.4 9.2 8.3 5.3
４６～６０％ 7.5 6.5 8.6 0.0 2.6 9.7 5.3
６１～７５％ 5.0 4.7 5.3 0.0 2.6 6.3 0.0
７６～９０％ 6.4 6.0 6.7 3.4 3.9 7.7 0.0
９１～９９％ 5.0 5.1 4.8 3.4 1.3 6.0 5.3
１００％ 2.1 0.9 3.3 0.0 1.3 2.7 0.0
無回答 3.8 2.3 5.3 6.9 5.3 2.3 15.8

14.9 

14.0 

15.8 

27.6 

14.5 

13.7 

15.8 

32.8 

36.7 

28.7 

51.7 

48.7 

27.7 

21.1 

14.6 

16.7 

12.4 

3.4 

10.5 

15.7 

31.6 

8.0 

7.0 

9.1 

3.4 

9.2 

8.3 

5.3 

7.5 

6.5 

8.6 

0.0 

2.6 

9.7 

5.3 

5.0 

4.7 

5.3 

0.0 

2.6 

6.3 

0.0 

6.4 

6.0 

6.7 

3.4 

3.9 

7.7 

0.0 

5.0 

5.1 

4.8 

3.4 

1.3 

6.0 

5.3 

2.1 

0.9 

3.3 

0.0 

1.3 

2.7 

0.0 

3.8 

2.3 

5.3 

6.9 

5.3 

2.3 

15.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(424)

製造業(215)

非製造業(209)

大企業(29)

中堅企業(76)

中小企業(300)

市外本社企業(19)

０％ １～１５％ １６～３０％ ３１～４５％ ４６～６０％

６１～７５％ ７６～９０％ ９１～９９％ １００％ 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）
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 1-(2) 【横浜市内の仕入先企業数について】 

  

横浜市内の仕入先企業数について、全産業でみると「１～５社」と回答した企業が 33.2％と最も多く、 

次いで「６～１０社」が 22.7％となっている。一方で「３１社以上」と回答した企業が 17.7％と３番目に多く 

なっている。 

業種別にみると、製造業では「１～５社」が 38.4%と最も多く、次いで「６～１０社」が 25.4％となってい 

る｡非製造業では「１～５社」が 27.8％で最も多かったが、次いで「３１社以上」が 24.4％であった。 

規模別にみると、大企業は「３１社以上」が 28.6％最も多く、次いで「１～５社」が 23.8％となっており、 

中堅企業は「１～５社」が 32.3％で最も多く、次いで「31社以上」が 27.7％となっている。中小企業は「１ 

～５社」が 35.5％と最も多く、次いで「６～１０社」が 25.1％となっている。 

市外本社企業では「３１社以上」が 37.5％と最も多くなっている。 
 

 

    図表 1-(2) 横浜市内の仕入先企業数について（１つ選択） 

 

 

  

    

  

  
   
     
 

  
  
  
 
    
  
      
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全産業(361)製造業(185)非製造業(176)大企業(21)中堅企業(65)中小企業(259)市外本社企業(16)
１～５社 33.2 38.4 27.8 23.8 32.3 35.5 12.5
６～１０社 22.7 25.4 19.9 9.5 18.5 25.1 18.8
１１～１５社 10.8 10.8 10.8 14.3 6.2 12.0 6.3
１６～２０社 5.5 5.9 5.1 4.8 1.5 6.9 0.0
２１～３０社 6.1 6.5 5.7 9.5 10.8 4.6 6.3
３１社以上 17.7 11.4 24.4 28.6 27.7 13.1 37.5
無回答 3.9 1.6 6.3 9.5 3.1 2.7 18.8

33.2 

38.4 

27.8 

23.8 

32.3 

35.5 

12.5 

22.7 

25.4 

19.9 

9.5 

18.5 

25.1 

18.8 

10.8 

10.8 

10.8 

14.3 

6.2 

12.0 

6.3 

5.5 

5.9 

5.1 

4.8 

1.5 

6.9 

0.0 

6.1 

6.5 

5.7 

9.5 

10.8 

4.6 

6.3 

17.7 

11.4 

24.4 

28.6 

27.7 

13.1 

37.5 

3.9 

1.6 

6.3 

9.5 

3.1 

2.7 

18.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(361)

製造業(185)

非製造業(176)

大企業(21)

中堅企業(65)

中小企業(259)

市外本社企業(16)

１～５社 ６～１０社 １１～１５社 １６～２０社 ２１～３０社 ３１社以上 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）
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1-(3) 【仕入先を選ぶ基準について】 
 

仕入れ先を選ぶ基準については、全産業でみると「価格の安さ」が 64.0％で最も高く、次いで、「品質の 

良さ」が 58.7％と高くなっている。また、「昔からの付き合いがある」も 51.5％となっている。 

業種別では、製造業は、「価格の安さ」「品質の良さ」がともに 62.2％で最も高く、次いで「昔から付き合

いがある」が 55.1％となっている。非製造業でも「価格の安さ」（65.9％）、「品質の良さ」（55.1％）、「昔か

らの付き合いがある」（47.7％）の順で高くなっている。 

規模別では、大企業は「価格の安さ」が 95.2％と最も高く、次いで「品質の良さ」が 85.7％と高くなっ

ており、３番目に高い「昔からの付き合いがある」（42.9％）を大きく上回っている。中堅企業でも「価格

の安さ」（73.8％）、「品質の良さ」（64.6％）の順で高くなっており、３番目に高い「昔からの付き合いがあ

る」（36.9％）を大きく上回っている。これに対し、中小企業では「価格の安さ」（58.7％）、「品質の良さ」

（56.0％）、「昔からの付き合いがある」（55.6％）がほぼ同じ割合で高くなっている。 

市外本社企業では「価格の安さ」が 68.8％と最も高くなっているが、次いで「昔からの付き合いがある」

が 56.3％となっており、「品質の良さ」の 43.8％を上回っている。 

 
 

  図表 1-(3) 仕入先を選ぶ基準について（複数回答）  
       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　

価格の安

さ

関連企業

かどうか

知り合いか

らの紹介

昔からの

付き合い

がある

品質の良

さ

ブランドイ

メージ

近距離（市

内）にある

近距離（市

内以外の

近隣地）に
ある

その他 無回答

全産業(361) 64.0 13.0 6.9 51.5 58.7 3.6 27.1 9.1 6.9 1.7

製造業(185) 62.2 10.3 6.5 55.1 62.2 1.6 25.4 9.7 4.9 1.6

非製造業(176) 65.9 15.9 7.4 47.7 55.1 5.7 29.0 8.5 9.1 1.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

価格の安さ
関連企業か

どうか

知り合いか

らの紹介

昔からの付

き合いがあ

る

品質の良さ
ブランドイ

メージ

近距離（市

内）にある

近距離（市

内以外の近

隣地）にあ
る

その他 無回答

大企業(21) 95.2 19.0 4.8 42.9 85.7 0.0 19.0 14.3 19.0 0.0

中堅企業(65) 73.8 15.4 6.2 36.9 64.6 4.6 13.8 4.6 9.2 1.5

中小企業(259) 58.7 12.7 7.7 55.6 56.0 3.9 30.9 10.0 4.6 1.5

市外本社企業(16) 68.8 0.0 0.0 56.3 43.8 0.0 31.3 6.3 18.8 6.3

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業
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42.9 

37.8 

48.3 

23.8 

27.7 

49.0 

31.3 

2.5 

3.2 

1.7 

0.0 

1.5 

3.1 

0.0 

0.6 

1.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.4 

6.3 

3.0 

5.4 

0.6 

0.0 

0.0 

4.2 

0.0 

24.4 

23.2 

25.6 

42.9 

29.2 

21.2 

31.3 

17.2 

18.9 

15.3 

4.8 

29.2 

15.8 

6.3 

6.4 

8.6 

4.0 

19.0 

9.2 

4.2 

12.5 

3.0 

1.6 

4.5 

9.5 

3.1 

1.9 

12.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(361)

製造業(185)

非製造業(176)

大企業(21)

中堅企業(65)

中小企業(259)

市外本社企業(16)

横浜市内 川崎市内 相模原市内 上記以外の神奈川県内

東京都内 その他の国内 海外（輸入） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

1-(4)-a【仕入金額が最も大きい仕入先の所在地について】 

 
仕入金額が最も大きい企業の所在地について、全産業でみると「横浜市内」が 42.9％で最も多く、次 

いで「東京都内」が 24.4％と多くなっている。また、横浜市、川崎市、相模原市を含む「神奈川県内」では 

49.0％となっている。 

業種別においては、製造業は「横浜市内」（37.8％）、「東京都内」（23.2％）の順に多く、非製造業でも「横 

浜市内」（48.3％）、「東京都内」（25.6％）の順で多くなっている。 

規模別にみると、大企業は「東京都内」が 42.9％と最も多く、次いで「横浜市内」が 23.8％となっている。 

中堅企業は「東京都内」と「その他の国内」がともに 29.2％で最も多くなっており、次いで「横浜市内」が 

27.7％となっている。一方、中小企業は「横浜市内」が 49.0％と最も多く、次いで「東京都内」が 21.2％と 

なっているが、横浜市、川崎市、相模原市を含む「神奈川県内」では 56.7％と最も多くなっており、神奈川 

県内の企業との取引を優先する傾向がうかがえる。 

市外本社企業においては「横浜市内」（31.3％）と「東京都内」（31.3％）が同じ割合で多くなっている。 

 

 

 図表 1-(4)-a  仕入金額が最も大きい企業の所在地について      
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21.3 

20.5 

22.2 

9.5 

26.2 

20.8 

25.0 

7.5 

7.0 

8.0 

14.3 

6.2 

7.3 

6.3 

2.5 

4.3 

0.6 

4.8 

0.0 

3.1 

0.0 

16.6 

13.0 

20.5 

4.8 

20.0 

17.4 

6.3 

19.9 

21.6 

18.2 

14.3 

15.4 

21.6 

18.8 

17.7 

22.2 

13.1 

33.3 

15.4 

17.8 

6.3 

4.4 

5.9 

2.8 

9.5 

6.2 

3.5 

6.3 

10.0 

5.4 

14.8 

9.5 

10.8 

8.5 

31.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(361)

製造業(185)

非製造業(176)

大企業(21)

中堅企業(65)

中小企業(259)

市外本社企業(16)

横浜市内 川崎市内 相模原市内 上記以外の神奈川県内

東京都内 その他の国内 海外（輸入） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

1-(4)-b【仕入金額が２番目に大きい仕入先の所在地について】 

  
仕入金額が２番目に大きい企業の所在地について、全産業では「横浜市内」が 21.3％で最も多く、次いで 

「東京都内」が 19.9％、「その他の国内」が 17.7％となっている。また、「横浜市、川崎市、相模原市以外の 

神奈川県内」が 16.6％となっている。 

業種別においては、製造業は「その他の国内」（22.2％）、「東京都内」（21.6％）の順で多く、非製造業で 

は「横浜市内」（22.2％）、「横浜市、川崎市、相模原市以外の神奈川県内」（20.5％）の順で多くなっている。 

規模別にみると、大企業は「その他の国内」が 33.3％と最も多く、次いで「川崎市内」「東京都内」がと 

もに 14.3％となっている。中堅企業は「横浜市内」が 26.2％と最も多く、次いで「横浜市、川崎市、相模原 

市以外の神奈川県内」が 20.0％で多くなっている。また横浜市、川崎市、相模原市を含む「神奈川県内」で 

は 52.4％と 50％を超えている。中小企業は「東京都内」が 21.6％と最も多く、次いで「横浜市内」が 20.8％

で多くなっている。 

市外本社企業においては「横浜市内」が 25.0％と最も多く、次いで「東京都内」が 18.8％となっている。 

 

 

                  図表 1-(4)-b 仕入金額が２番目に大きい企業の所在地について 
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22.2 

22.2 

22.2 

14.3 

21.5 

23.6 

12.5 

5.8 

5.9 

5.7 

9.5 

4.6 

5.8 

6.3 

0.8 

0.5 

1.1 

0.0 

0.0 

1.2 

0.0 

14.1 

13.0 

15.3 

14.3 

16.9 

13.5 

12.5 

17.2 

18.4 

15.9 

19.0 

16.9 

17.4 

12.5 

20.8 

23.2 

18.2 

23.8 

20.0 

20.8 

18.8 

1.7 

3.2 

0.0 

4.8 

0.0 

1.5 

6.3 

17.5 

13.5 

21.6 

14.3 

20.0 

16.2 

31.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(361)

製造業(185)

非製造業(176)

大企業(21)

中堅企業(65)

中小企業(259)

市外本社企業(16)

横浜市内 川崎市内 相模原市内 上記以外の神奈川県内

東京都内 その他の国内 海外（輸入） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

1-(4)-c【仕入金額が３番目に大きい仕入先の所在地について】 

 

仕入金額が３番目に大きい企業の所在地については、全産業では「横浜市内」が 22.2％で最も多く、次い 

で「その他の国内」が 20.8％、「東京都内」が 17.2％となっている。 

業種別においては、製造業は「その他国内」（23.2％）、「横浜市内」（22.2％）の順で多く、非製造業では 

「横浜市内」（22.2％）、「その他の国内」（18.2％）の順で多くなっている。 

規模別にみると、大企業は「その他の国内」（23.8％）、「東京都内」（19.0％）の順に多くなっている。中 

堅企業は「横浜市内」（21.5％）、「その他国内」（20.0％）とほぼ同水準で多く、中小企業は「横浜市内」（23.6％）、 

「その他の国内」（20.8％）の順に多くなっている。 

市外本社企業においては「その他国内」が 18.8％と最も多く、次いで「横浜市内」「横浜市、川崎市、相 

模原市以外の神奈川県内」「東京都内」がそれぞれ 12.5％であった。 

   

 

            図表 1-(4)-c 仕入金額が３番目に大きい企業の所在地について 
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　　 30.3 

27.2 

33.7 

16.1 

27.5 

32.2 

28.2 

5.6 

5.5 

5.7 

8.1 

4.5 

5.5 

7.7 

1.4 

2.0 

0.8 

1.6 

0.0 

1.7 

2.6 

12.3 

11.1 

13.7 

6.5 

14.6 

12.5 

7.7 

23.0 

22.6 

23.5 

27.4 

23.0 

22.4 

28.2 

21.9 

25.0 

18.4 

22.6 

24.7 

21.5 

15.4 

5.4 

6.6 

4.1 

17.7 

5.6 

4.1 

10.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(1037)

製造業(548)

非製造業(489)

大企業(62)

中堅企業(178)

中小企業(758)

市外本社企業(39)

横浜市内 川崎市内 相模原市内 上記以外の神奈川県内 東京都内 その他の国内 海外（輸入）

（業
種
別
）

（規
模
別
）

1-(4)-d【仕入先所在地１～３位の割合について】 

 

仕入先所在地の 1～3位の割合については、全産業では「横浜市内」（30.3％）、「東京都内」（23.0％）、「そ

の他の国内」（21.9％）の順で多くなっている。 

業種別においては、製造業は「横浜市内」（27.2％）、「その他の国内」（25.0％）の順で多く、非製造業で

は「横浜市内」（33.7％）、「東京都内」（23.5％）の順で多くなっている。 

規模別にみると、大企業は「東京都内」（27.4％）、「その他の国内」（22.6％）の順に多くなっている。中 

堅企業は「横浜市内」（27.5％）、「その他の国内」（24.7％）の順で多く、中小企業は「横浜市内」（32.2％）、 

「東京都内」（22.4％）の順に多くなっている。 

市外本社企業においては「横浜市内」、「東京都内」（28.2％）が同率で最も多く、次いで「その他の国内」

（15.4％）、「海外（輸入）」（10.3％）の順で多かった。 

 

 

図表 1-(4)-d 仕入先所在地１～３位の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域ごとの１～３位の合計を回答総数で割った数字を使用 
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 2-(1)【製品・サービスの横浜市内企業への納品・販売比率について】  

 

製品・サービスの横浜市内企業への納品・販売比率について、全産業でみると「１～１５％」が 39.3％で

最も高く、次いで「１６～３０％」が 12.6％、「０％」が 10.1％と続いている。 

業種別にみると、製造業は「１～１５％」が 50.0%と最も高く、「１６～３０％」(11.9％)、「０％」（10.6％） 

の順になった。非製造業は「１～１５％」が 29.1%で最も高く、次いで「１６～３０％」が 13.2％であった

が、「３１～４５％」と「７６～９０％」がともに 11.0％で市内企業への納品・販売比率が高い結果になっ

た。 

規模別にみると、大企業は「１～１５％」が 48.5％、「０％」が 24.2％と「０～１５％」で 70.0％を超え

る結果になった。中堅企業は「１～１５％」(38.2%)、「０％」(14.5％)の順となり、中小企業では「１～ 

１５％」(37.6%)、「１６～３０％」(14.7％)の順に高かった。 

市外本社企業では、「１～１５％」が 58.8％、「３１～４５％」が 11.8％の順で高かった。 

 

     図表 2-(1)  製品・サービスの横浜市内企業への納品・販売比率について（１つ選択） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2-(2)【横浜市内での納品・販売先企業数について】 

 
横浜市内での納品・販売先企業数について、全産業でみると「1～５社」が 35.8％と最も多く、次いで「３

１社以上」が 23.8％で多かった。 

業種別では、製造業は「1～５社」が 46.7％と最も多く、次いで「６～１０社」が 20.0％であった。非製 

造業では「３１社以上」が 32.2％と最も多く、次いで「1～５社」が 25.4％となった。 

規模別では、大企業は「1～５社」と「３１社以上」がそれぞれ 32.0％と最も多かった。中堅企業では「３ 

１社以上」が 32.3％と最も多く、中小企業では「1～５社」が 38.4％で最も多かった。 

   市外本社企業においては、「６～１０社」が 37.5％と最も多く、次いで「３１社以上」が 25.0％で多かった。 

 

図表 2-(2) 横浜市内での納品・販売先企業数について（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 製品・サービスの納品・販売先について 

 

全産業(445)製造業(218)非製造業(227)大企業(33)中堅企業(76)中小企業(319)市外本社企業(17)
０％ 10.1 10.6 9.7 24.2 14.5 7.8 5.9
１～１５％ 39.3 50.0 29.1 48.5 38.2 37.6 58.8
１６～３０％ 12.6 11.9 13.2 3.0 10.5 14.7 0.0
３１～４５％ 9.2 7.3 11.0 6.1 10.5 9.1 11.8
４６～６０％ 7.4 6.9 7.9 3.0 9.2 7.8 0.0
６１～７５％ 4.9 3.2 6.6 3.0 3.9 5.6 0.0
７６～９０％ 7.2 3.2 11.0 6.1 9.2 6.9 5.9
９１～９９％ 3.1 1.4 4.8 3.0 0.0 3.8 5.9
１００％ 2.7 2.3 3.1 0.0 1.3 3.4 0.0
無回答 3.4 3.2 3.5 3.0 2.6 3.1 11.8

10.1 

10.6 

9.7 

24.2 

14.5 

7.8 

5.9 

39.3 

50.0 

29.1 

48.5 

38.2 

37.6 

58.8 

12.6 

11.9 

13.2 

3.0 

10.5 

14.7 

0.0 

9.2 

7.3 

11.0 

6.1 

10.5 

9.1 

11.8 

7.4 

6.9 

7.9 

3.0 

9.2 

7.8 

0.0 

4.9 

3.2 

6.6 

3.0 

3.9 

5.6 

0.0 

7.2 

3.2 

11.0 

6.1 

9.2 

6.9 

5.9 

3.1 

1.4 

4.8 

3.0 

0.0 

3.8 

5.9 

2.7 

2.3 

3.1 

0.0 

1.3 

3.4 

0.0 

3.4 

3.2 

3.5 

3.0 

2.6 

3.1 

11.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(445)

製造業(218)

非製造業(227)

大企業(33)

中堅企業(76)

中小企業(319)

市外本社企業(17)

０％ １～１５％ １６～３０％ ３１～４５％ ４６～６０％

６１～７５％ ７６～９０％ ９１～９９％ １００％ 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

全産業(400)製造業(195)非製造業(205)大企業(25)中堅企業(65)中小企業(294)市外本社企業(16)
１～５社 35.8 46.7 25.4 32.0 29.2 38.4 18.8
６～１０社 19.8 20.0 19.5 8.0 15.4 20.7 37.5
１１～１５社 8.5 9.2 7.8 12.0 7.7 8.2 12.5
１６～２０社 3.0 2.6 3.4 0.0 4.6 3.1 0.0
２１～３０社 4.8 3.6 5.9 8.0 6.2 4.4 0.0
３１社以上 23.8 14.9 32.2 32.0 32.3 21.1 25.0
無回答 4.5 3.1 5.9 8.0 4.6 4.1 6.3

35.8 

46.7 

25.4 

32.0 

29.2 

38.4 

18.8 

19.8 

20.0 

19.5 

8.0 

15.4 

20.7 

37.5 

8.5 

9.2 

7.8 

12.0 

7.7 

8.2 

12.5 

3.0 

2.6 

3.4 

0.0 

4.6 

3.1 

0.0 

4.8 

3.6 

5.9 

8.0 

6.2 

4.4 

0.0 

23.8 

14.9 

32.2 

32.0 

32.3 

21.1 

25.0 

4.5 

3.1 

5.9 

8.0 

4.6 

4.1 

6.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(400)

製造業(195)

非製造業(205)

大企業(25)

中堅企業(65)

中小企業(294)

市外本社企業(16)

１～５社 ６～１０社 １１～１５社 １６～２０社 ２１～３０社 ３１社以上 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）



18   

 

41.3 

29.7 

52.2 

28.0 

43.1 

42.2 

37.5 

2.3 

4.1 

0.5 

0.0 

0.0 

3.1 

0.0 

1.0 

1.5 

0.5 

0.0 

0.0 

1.4 

0.0 

5.5 

6.7 

4.4 

8.0 

4.6 

5.8 

0.0 

21.0 

16.9 

24.9 

28.0 

23.1 

19.0 

37.5 

24.8 

38.5 

11.7 

20.0 

23.1 

25.5 

25.0 

2.5 

2.6 

2.4 

8.0 

4.6 

1.7 

0.0 

1.8 

0.0 

3.4 

8.0 

1.5 

1.4 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(400)

製造業(195)

非製造業(205)

大企業(25)

中堅企業(65)

中小企業(294)

市外本社企業(16)

横浜市内 川崎市内 相模原市内 上記以外の神奈川県内

東京都内 その他の国内 海外（輸出） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

18.0 

12.3 

23.4 

20.0 

16.9 

18.0 

18.8 

8.5 

6.2 

10.7 

0.0 

10.8 

8.5 

12.5 

3.3 

4.1 

2.4 

0.0 

1.5 

4.1 

0.0 

19.5 

20.0 

19.0 

8.0 

18.5 

21.1 

12.5 

21.5 

21.0 

22.0 

20.0 

21.5 

21.8 

18.8 

15.3 

20.5 

10.2 

32.0 

18.5 

13.3 

12.5 

4.5 

6.7 

2.4 

12.0 

4.6 

3.7 

6.3 

9.5 

9.2 

9.8 

8.0 

7.7 

9.5 

18.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(400)

製造業(195)

非製造業(205)

大企業(25)

中堅企業(65)

中小企業(294)

市外本社企業(16)

横浜市内 川崎市内 相模原市内 上記以外の神奈川県内

東京都内 その他の国内 海外（輸出） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

2-(3)-a【納品・販売金額が最も大きい納品・販売先の所在地について】 

   

納品・販売金額が最も大きい企業の所在地について、全産業でみると「横浜市内」が 41.3％と最も多く、 

次いで「その他の国内」が 24.8％、「東京都内」が 21.0％となっている。 

業種別では、製造業は「その他の国内」が 38.5％と最も多く、次いで「横浜市内」が 29.7％で多かった。

非製造業は「横浜市内」が 52.2％と最も多く 50％を超えている。次いで「東京都内」が 24.9％となっている。 

規模別では、大企業は「横浜市内」と「東京都内」がそれぞれ 28.0％と最も多かった。中堅企業では「横 

浜市内」が 43.1％と最も多く、次いで「東京都内」と「その他の国内」がそれぞれ 23.1％であった。中小企 

業では「横浜市内」が 42.2％で最も多く、次いで「その他の国内」が 25.5％で多かった。 

   市外本社企業においては、「横浜市内」と「東京都内」がそれぞれ 37.5％と同水準で最も多かった。 

 

              図表 2-(3)-a  納品・販売金額が最も大きい企業の所在地について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

2-(3)-b【納品・販売金額が２番目に大きい納品・販売先の所在地について】 

 

 納品・販売金額が２番目に大きい企業の所在地について、全産業でみると「東京都内」が 21.5％と最も多

く、次いで「横浜市・川崎市・相模原市以外の神奈川県内」が 19.5％、「横浜市内」が 18.0％となっている。 

業種別では、製造業は「東京都内」が 21.0％と最も多く、次いで「横浜市・川崎市・相模原市以外の神 

奈川県内」が 20.0％と多かった。非製造業は「横浜市内」が 23.4％と最も多く、次いで「東京都内」が 

22.0％となっている。 

規模別では、大企業は「その他の国内」が 32.0％と最も多く、「横浜市内」、「東京都内」がそれぞれ 20.0 

％となっている。中堅企業では「東京都内」が 21.5％と最も多く、次いで「横浜市・川崎市・相模原市以外 

の神奈川県内」、「その他の国内」が同じ割合で 18.5％となっている。中小企業では「東京都内」が 21.8％ 

で最も多く、次いで「横浜市・川崎市・相模原市以外の神奈川県内」が 21.1％であった。 

   市外本社企業においては、「横浜市内」と「東京都内」が 18.8％と同水準で最も多かった。 

 

          図表 2-(3)-b  納品・販売金額が２番目に大きい企業の所在地について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

     

 



19   

 

18.0 

21.0 

15.1 

12.0 

13.8 

20.1 

6.3 

6.0 

3.1 

8.8 

12.0 

4.6 

6.1 

0.0 

2.5 

2.1 

2.9 

0.0 

1.5 

3.1 

0.0 

16.5 

16.4 

16.6 

12.0 

9.2 

17.7 

31.3 

17.0 

14.9 

19.0 

16.0 

24.6 

16.0 

6.3 

19.0 

19.5 

18.5 

24.0 

26.2 

16.3 

31.3 

3.5 

6.2 

1.0 

8.0 

1.5 

3.4 

6.3 

17.5 

16.9 

18.0 

16.0 

18.5 

17.3 

18.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(400)

製造業(195)

非製造業(205)

大企業(25)

中堅企業(65)

中小企業(294)

市外本社企業(16)

横浜市内 川崎市内 相模原市内 上記以外の神奈川県内

東京都内 その他の国内 海外（輸出） 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

2-(3)-ｃ【納品・販売が３番目に大きい納品・販売先の所在地について】 

   

納品・販売金額が３番目に大きい企業の所在地について、全産業でみると「その他の国内」が 19.0％と最

も多く、次いで「横浜市内」が 18.0％、「東京都内」が 17.0％となっている。 

業種別では、製造業は「横浜市内」が 21.0％と最も多く、次いで「その他の国内」が 19.5％で多かった。

非製造業は「東京都内」が 19.0％と最も多く、次いで「その他の国内」が 18.5％となっている。 

規模別では、大企業は「その他の国内」が 24.0％と最も多く、「東京都内」が 16.0％となっている。中堅企 

 業は「その他の国内」が 26.2％と最も多く、次いで「東京都内」が 24.6％となっている。中小企業では「横 

浜市内」が 20.1％で最も多く、次いで「横浜市・川崎市・相模原市以外の神奈川県内」が 17.7％と多かった。 

   市外本社企業においては、「横浜市・川崎市・相模原市以外の神奈川県内」と「川崎市内」が 31.3％と同水 

準で最も多かった。 

 

図表 2-(3)-c  納品・販売金額が３番目に大きい企業の所在地について 
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27.6 

22.1 

32.9 

20.0 

26.5 

28.7 

23.8 

6.2 

4.9 

7.6 

5.3 

5.5 

6.6 

4.8 

2.4 

2.7 

2.1 

0.0 

1.1 

3.0 

0.0 

14.9 

15.3 

14.5 

9.3 

11.6 

16.0 

16.7 

21.9 

19.4 

24.4 

25.3 

25.4 

20.8 

23.8 

22.4 

29.5 

15.4 

29.3 

25.4 

20.9 

26.2 

4.5 

6.1 

3.0 

10.7 

4.4 

4.0 

4.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(1121)

製造業(556)

非製造業(565)

大企業(75)

中堅企業(181)

中小企業(823)

市外本社企業(42)

横浜市内 川崎市内 相模原市内 上記以外の神奈川県内 東京都内 その他の国内 海外（輸入）

（業
種
別
）

（規
模
別
）

2-(3)-d【納品・販売先所在地１～３位の割合について】 

 

納品・販売先所在地の 1～3位の割合については、全産業では「横浜市内」（27.6％）、「その他の国内」（22.4％）、

「東京都内」（21.9％）の順で多くなっている。 

業種別においては、製造業は「その他の国内」（29.5％）、「横浜市内」（22.1％）の順で多く、非製造業で

は「横浜市内」（32.9％）、「東京都内」（24.4％）の順で多くなっている。 

規模別にみると、大企業は「その他の国内」（29.3％）、「東京都内」（25.3％）の順に多くなっている。中 

堅企業は「横浜市内」（26.5％）が最も多く、次いで「東京都内」、「その他の国内」（25.4％）が同率で多く、

中小企業は「横浜市内」（28.7％）、「その他の国内」（20.9％）の順に多くなっている。 

市外本社企業においては「その他の国内」（26.2％）が最も多く、次いで「横浜市内」、「東京都内」（23.8％）

が同率、「横浜市・川崎市・相模原市以外の神奈川県内」（16.7％）が続いた。 

 

図表 2-(3)-d 納品・販売先所在地１～３位の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域ごとの１～３位の合計を回答総数で割った数字を使用 
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51.2 

57.5 

46.6 

67.4 

59.0 

46.0 

65.5 

31.5 

28.5 

33.7 

18.6 

29.0 

33.7 

31.0 

12.5 

9.2 

14.9 

7.0 

9.0 

15.1 

0.0 

4.8 

4.8 

4.9 

7.0 

3.0 

5.2 

3.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(537)

製造業(228)

非製造業(309)

大企業(43)

中堅企業(100)

中小企業(365)

市外本社企業(29)

取組んでいる 取組んでおらず、取り組む予定もない

現状は取組んでいないが、今後取組む意向はある 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 

 

3-(1) 【新商品やサービス開発のための活動について】 

  

現在、新商品やサービス開発のための活動に取組んでいるかについて、全産業でみると「取組んでいる」 

 が 51.2％で、「取組んでおらず、取組む予定もない」の 31.5％を上回っている。また「現状は取組んでいない 

 が、今後取組む意向はある」が 12.5％となっており、「取組んでいる・今後取組む意向はある」を合わせると 

 63.7％となっている。 

業種別でも、製造業、非製造業とも「取組んでいる」が「取組んでおらず、取組む予定もない」を上回っ 

 ている。 

規模別においても、大企業、中堅企業、中小企業とも「取組んでいる」が「取組んでおらず、取組む予定 

もない」を上回っているが、特に大企業では「取組んでいる」が 67.4％と最も高くなっている。 

市外本社企業も「取組んでいる」が 65.5％と「取組んでおらず、取組む予定もない」の 31.0％を上回って 

いる。 

 

図表 3-(1) 現在、新商品やサービス開発のための活動に取組んでいるかについて (１つ選択)     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 新商品・サービス開発について 
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成長・利

益が見

込める

主力事

業の技

術力・専
門力が

活かせる

取引先

の拡大

事業の

多角化

によるリ
スク分散

新技術

の蓄積

マーケッ

ト情報の

蓄積

主力事

業分野

の成長
が見込

めない

取引先

が新分

野に参
入したた

め

社内にお

ける人

材・設備
の有効

活用

企業の

社会的

立場やス
テイタス

の向上

その他 無回答

全産業(275) 69.5 49.5 43.6 21.1 18.5 4.0 11.6 1.1 11.6 6.2 2.5 0.7

製造業(131) 71.0 59.5 46.6 20.6 22.9 2.3 12.2 0.8 6.1 2.3 0.0 0.8

非製造業(144) 68.1 40.3 41.0 21.5 14.6 5.6 11.1 1.4 16.7 9.7 4.9 0.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

成長・利

益が見込

める

主力事業

の技術

力・専門
力が活か

せる

取引先の

拡大

事業の多

角化によ

るリスク
分散

新技術の

蓄積

マーケット

情報の蓄

積

主力事業

分野の成

長が見込
めない

取引先が

新分野に

参入した
ため

社内にお

ける人

材・設備
の有効活

用

企業の社

会的立場

やステイ
タスの向

上

その他 無回答

大企業(29) 82.8 58.6 27.6 20.7 13.8 10.3 6.9 0.0 6.9 10.3 6.9 0.0

中堅企業(59) 69.5 37.3 49.2 23.7 13.6 6.8 13.6 0.0 11.9 8.5 5.1 1.7

中小企業(168) 66.1 51.8 45.8 20.2 20.8 1.8 11.9 1.8 11.9 4.8 0.6 0.6

市外本社企業(19) 78.9 52.6 31.6 21.1 21.1 5.3 10.5 0.0 15.8 5.3 5.3 0.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

3-(2) 【新商品やサービス開発に取り組む理由について】 

  

新商品やサービス開発に取り組む理由について、全産業でみると「成長・利益が見込める」が 69.5％と最 

も高く、次いで「主力事業の技術力・専門力が活かせる」が 49.5％、「取引先の拡大」が 43.6％の順に高くな 

っている。 

  業種別は、製造業では「成長・利益が見込める」が 71.0％と最も高く、次いで「主力事業の技術力・専門 

力が活かせる」（59.5%）、「取引先の拡大」(46.6%)の順に高くなっている。非製造業では「成長・利益が見込

める」が 68.1％ 

と最も高くなっているが「取引先の拡大」（41.0％）が、「主力事業の技術力・専門力が活かせる」（40.3％） 

をわずかに上回っている。 

規模別においては、「成長・利益が見込める」が大企業、中堅企業、中小企業とも最も高くなっており、大 

企業では 82.8％と最も高くなっている。また、大企業と中小企業では、次いで「主力事業の技術力・専門力 

が活かせる」「取引先の拡大」の順に高くなっているが、中堅企業では「取引先の拡大」（49.2％）が「主力事 

業の技術力・専門力が活かせる」（37.3％）を上回っている。 

   市外本社企業でも「成長・利益が見込める」が 78.9％とも高く、次いで「主力事業の技術力・専門力が活 

 かせる」が 52.6％、「取引先の拡大」が 31.6％となっている。 

 

図表 3-(2)  新商品やサービス開発に取り組む理由について(３つまで選択) 
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47.3 

47.3 

47.2 

44.8 

49.2 

50.0 

21.1 

18.5 

21.4 

16.0 

20.7 

22.0 

17.9 

10.5 

8.7 

12.2 

5.6 

6.9 

5.1 

10.7 

5.3 

1.1 

1.5 

0.7 

0.0 

1.7 

1.2 

0.0 

1.5 

0.8 

2.1 

3.4 

1.7 

0.6 

5.3 

21.1 

16.0 

25.7 

20.7 

18.6 

19.0 

47.4 

1.8 

0.8 

2.8 

3.4 

1.7 

0.6 

10.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(275)

製造業(131)

非製造業(144)

大企業(29)

中堅企業(59)

中小企業(168)

市外本社企業(19)

１～５％ ６～１０％ １１～２０％ ２１～３０％ ３０％以上 不明もしくは計上がない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

3-(3) 【販売費及び一般管理費に占める新商品やサービス開発費の割合について】 

   

   販売費及び一般管理費に占める新商品やサービス開発費の割合について、全産業でみると「１～５％」が 

47.3％で最も高く、次いで「６～１０％」が 18.5％であった。また、「不明もしくは計上がない」が 21.1％ 

であった。 

業種別においても、製造業、非製造業とも「１～５％」が最も高く、次いで「６～１０％」が高くなってい 

る。また一方で、「不明もしくは計上がない」が製造業で 16.0％、非製造業で 25.7％となっている。 

規模別でも、大企業、中堅企業、中小企業で「１～５％」が最も高く、次いで「６～１０％」が高くなって 

おり、「不明もしくは計上がない」は 20.0％前後となっている。 

市外本社企業では「１～５％」（21.1％）、「６～１０％」（10.5％）と比べて「不明もしくは計上がない」が

47.4％と最も高くなっている。 

 

   図表 3-(3) 販売費及び一般管理費に占める新商品やサービス開発費の割合について（１つ選択） 
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新しい部

署の設置

新しい法

人の設立

専任社員

の配置

人材の新

規採用

同業他社

との連携

異業種他

社との連

携

大学との

連携

新しい体

制は取っ

ていない
（とる予定

はない）

その他 無回答

全産業(342) 23.7 3.2 23.4 14.6 17.3 17.5 5.6 37.1 3.5 2.3

製造業(152) 15.1 2.0 21.7 16.4 15.1 15.1 9.2 38.8 5.3 2.0

非製造業(190) 30.5 4.2 24.7 13.2 18.9 19.5 2.6 35.8 2.1 2.6

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

新しい部署

の設置

新しい法人

の設立

専任社員の

配置

人材の新規

採用

同業他社と

の連携

異業種他社

との連携

大学との連

携

新しい体制

は取ってい

ない（とる予
定はない）

その他 無回答

大企業(32) 28.1 3.1 37.5 18.8 12.5 28.1 15.6 40.6 3.1 0.0

中堅企業(68) 33.8 1.5 22.1 16.2 11.8 13.2 0.0 42.6 2.9 2.9

中小企業(223) 18.4 2.7 21.1 13.5 17.9 16.6 6.3 37.2 3.1 1.8

市外本社企業(19) 42.1 15.8 31.6 15.8 36.8 26.3 0.0 10.5 10.5 10.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

3-(4) 【新商品やサービスの開発にあたっての事業体制について】 

 

 新商品やサービスの開発にあたってはどのような事業体制を取ったかについて、全産業でみると「新しい体

制は取っていない（とる予定はない）」が 37.1％で最も多く、次いで「新しい部署の設置」（23.7％）、「専任

社員の配置」（23.4％）の順に高くなっている。 

 業種別では、製造業は「新しい体制は取っていない（とる予定はない）」が 38.8％で最も多く、次いで「専

任社員の配置」（21.7％）が多かった。非製造業では「新しい体制は取っていない（とる予定はない）」（35.8％）、

が最も多く、次いで「新しい部署の設置」が 30.5％となっている。 

規模別では、大企業は「新しい体制は取っていない（とる予定はない）」（40.6％）、「専任社員の配置」（37.5％）

の順に多く、中堅企業は「新しい体制は取っていない（とる予定はない）」（42.6％）、「新しい部署の設置」

（33.8％）の順に多かった。中小企業は「新しい体制は取っていない（とる予定はない）」（37.2％）、「専任社

員の配置」（21.1％）となっている。 

   市外本社企業では「新しい部署の設置」が 42.1％で最も多かったが、「同業他社との連携」も 36.8％と多か 

った。 

 

  

  図表 3-(4) 新商品やサービスの開発にあたってはどのような事業体制を取ったかについて（複数回答） 
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13.5 

17.1 

10.5 

6.3 

13.2 

15.2 

5.3 

48.0 

49.3 

46.8 

50.0 

45.6 

48.0 

52.6 

34.2 

32.9 

35.3 

40.6 

38.2 

32.7 

26.3 

4.4 

0.7 

7.4 

3.1 

2.9 

4.0 

15.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(342)

製造業(152)

非製造業(190)

大企業(32)

中堅企業(68)

中小企業(223)

市外本社企業(19)

現状より多かった 横ばい 現状より少なかった 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

全産業(342)製造業(152)非製造業(190)大企業(32)中堅企業(68)中小企業(223)市外本社企業(19)
増加する 45.0 46.7 43.7 59.4 42.6 44.8 31.6
横ばい 46.8 49.3 44.7 37.5 48.5 47.1 52.6
減少する 4.1 2.6 5.3 0.0 7.4 4.0 0.0
無回答 4.1 1.3 6.3 3.1 1.5 4.0 15.8

45.0 

46.7 

43.7 

59.4 

42.6 

44.8 

31.6 

46.8 
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 3-(5)-a 【現状と比較した過去（５年前）の新商品やサービス開発費用の増減について】 

              

  現状と比較した過去（５年前）のサービス開発費用の増減について、全産業でみると「横ばい」が 48.0％ 

と最も多く、次いで「現状より少なかった」が 34.2％であった。「現状より多かった」は 13.5％となった。 

  業種別では、製造業は「横ばい」が 49.3％と最も多く、次いで「現状より少なかった」が 32.9％であった。 

 非製造業でも「横ばい」が 46.8％と最も多く、次いで「現状より少なかった」が 35.3％であった。一方で、 

 製造業は「現状より多かった」が 17.1％と非製造業の 10.5％より多く、非製造業と比べると開発費用がやや 

 減少傾向にあることがうがえる。 

 規模別においても同様の結果であったが、大企業においては「現状より少なかった」が 40.6％で中堅企業

の 38.2％、中小企業の 32.7％より多く、また「現状より多かった」が 6.3％で中堅企業の 13.2％、中小企業

の 15.2％より少なくなっている。よって大企業では５年前より開発費用が増加傾向であることが伺える。 

  市外本社企業では「現状より多かった」が 5.3％で少なくなっており開発費用はやや増加傾向である。 

 

図表 3-(5)-a 現状と比較した過去（５年前）の新商品やサービス開発費用の増減について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 3-(5)-b【現状と比較した今後（５年後）の新商品やサービス開発費用の増減について】 

 

   現状と比較した今後（５年後）のサービス開発費用の増減について、全産業でみると「横ばい」が 46.8％

で、「増加する」が 45.0％であった。９割を超える企業で現状並みもしくは現状より増加すると回答している。 

   業種別では、製造業は「横ばい」が 49.3％、「増加する」が 46.7％で 96.0％の企業が現状並みもしくは現 

状より増加すると回答している。非製造業でも「横ばい」が 44.7％、「増加する」が 43.7％で 88.4％の企業

が現状並みもしくは現状より増加すると回答している。 

  規模別においても同様の結果であったが、大企業では「増加する」が 59.4％と最も多く、「横ばい」が 37.5％

で 96.9％の企業が現状並みもしくは現状より増加すると回答している。中堅企業では 91.1％の企業が、中小

企業では 91.9％の企業が現状並みもしくは現状より増加すると回答している。 

  市外本社企業では「横ばい」が 52.6％、「増加する」が 31.6％で 84.2％の企業が現状並みもしくは現状よ

り増加すると回答している。 

 

図表 3-(5)-b 現状と比較した今後（５年後）の新商品やサービス開発費用の増減について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



26   

 

　　

資金調達 人材の確保
技術力・開

発力の不足

連携先・協

力先の確保

規制等の参

入障壁

マーケット情

報の収集

販路・販売

先の確保
その他 無回答

全産業(342) 21.3 64.6 48.5 27.2 4.4 24.9 36.3 1.2 1.5

製造業(152) 17.8 60.5 62.5 25.7 2.0 23.0 38.8 1.3 0.7

非製造業(190) 24.2 67.9 37.4 28.4 6.3 26.3 34.2 1.1 2.1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

資金調達 人材の確保
技術力・開発

力の不足

連携先・協力

先の確保

規制等の参

入障壁

マーケット情

報の収集

販路・販売先

の確保
その他 無回答

大企業(32) 9.4 65.6 50.0 31.3 12.5 37.5 28.1 0.0 0.0

中堅企業(68) 16.2 72.1 39.7 30.9 1.5 33.8 41.2 1.5 0.0

中小企業(223) 24.7 62.8 52.5 26.5 4.0 21.5 37.2 0.9 0.0

市外本社企業(19) 21.1 57.9 31.6 15.8 5.3 10.5 21.1 5.3 26.3
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 3-(6)【新商品やサービス開発に取り組む際の問題点について】 

     

新商品やサービス開発に取り組む際の問題点について、全産業でみると「人材の確保」が 64.6％で最も多

く、次いで「技術力・開発力の不足」が 48.5％で多かった。また「販路・販売先の確保」が 36.3％であった。 

  業種別では、製造業は「技術力・開発力の不足」が 62.5％で最も多く、次いで「人材の確保」が 60.5％で

あった。非製造業では「人材の確保」が 67.9％で最も多く、「技術力・開発力の不足」（37.4％）、「販路・販

売先の確保」（34.2％）がほぼ同じ割合であった。 

規模別においては、大企業は「人材の確保」が 65.6％で最も多く、次いで「技術力・開発力の不足」が 50.0％

であった。中堅企業は「人材の確保」が 72.1％で最も多く、7割を超えている。次いで「販路・販売先の確保」

41.2％であった。中小企業は「人材の確保」が 62.8％で最も多く、次いで「技術力・開発力の不足」が 52.5％

であった。 

   市外本社企業でも同様で「人材の確保」が 57.9％で最も多く、次いで「技術力・開発力の不足」が 31.6％

であった。 

 

  

         図表 3-(6) 新商品やサービス開発に取り組む際の問題点について（３つ選択） 

  

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



27   

 

　　

リスクが

大きい

人材の不

足

資金力の

不足

知財の扱

いがわか

らない

技術力・

専門力の

不足

新分野に

関する情

報がない

法務系知

識の不足

連携先の

不足また

は知らな
い

特に必要

性を感じ

ない

その他 無回答

全産業(169) 14.8 26.0 13.6 1.8 17.8 10.1 1.2 1.8 56.8 14.2 0.6

製造業(65) 15.4 29.2 15.4 0.0 23.1 9.2 0.0 3.1 50.8 16.9 1.5

非製造業(104) 14.4 24.0 12.5 2.9 14.4 10.6 1.9 1.0 60.6 12.5 0.0
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100%

全産業

製造業

非製造業

リスクが大

きい

人材の不

足

資金力の

不足

知財の扱

いがわか

らない

技術力・専

門力の不

足

新分野に

関する情

報がない

法務系知

識の不足

連携先の

不足また

は知らな
い

特に必要

性を感じな

い

その他 無回答

大企業(8) 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 62.5 25.0 0.0

中堅企業(29) 13.8 20.7 13.8 3.4 20.7 10.3 0.0 0.0 58.6 17.2 0.0

中小企業(123) 16.3 29.3 15.4 1.6 18.7 10.6 1.6 2.4 57.7 9.8 0.8

市外本社企業(9) 11.1 11.1 0.0 0.0 11.1 11.1 0.0 0.0 33.3 55.6 0.0
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 3-(7)【新商品やサービス開発のための活動に取り組まない理由について】 

 

  新商品やサービス開発のための活動に取り組んでおらず、取り組む予定もないと回答した企業における開発

に取り組まない理由について、全産業でみると「特に必要性を感じない」が 56.8％で最も多く、次いで「人

材の不足」が 26.0％で多かった。 

  業種別では、製造業は「特に必要性を感じない」が 50.8％で最も多く、次いで「人材の不足」が 29.2％で

多かった。非製造業でも「特に必要性を感じない」が 60.6％で最も多く、次いで「人材の不足」が 24.0％で

多かった。 

規模別では、大企業は「特に必要性を感じない」が 62.5％で最も多く、次いで「人材の不足」が 12.5％で

多かった。中堅企業は「特に必要性を感じない」が 58.6％で最も多く、次いで「人材の不足」と「技術力・

専門力の不足」が 20.7％と同割合であった。中小企業は「特に必要性を感じない」が 57.7％で最も多く、次

いで「人材の不足」が 29.3％で多かった。 

   市外本社企業でも同様に「特に必要性を感じない」が 33.3％と最も多かった。 

 

      図表 3-(7) 新商品やサービス開発のための活動に取り組まない理由について（３つ選択） 
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